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研究成果の概要（和文）：本研究は、業種ごとに市場のコーディネートが多様な形態で行われてきたことを資料に基づ
き実証するとともに、国際比較を踏まえて日本における市場のコーディネーションに関する特質を解明するものである
。第一に、日本国内にある2100の業界団体に対して保存資料に関するアンケート調査を行い、その集計結果および資料
リストを冊子にまとめ、研究者に郵送したほか学会において無償配布した。第二に、海外における業界団体等の資料保
存体制に関して現地調査を行い、日本における資料保存体制との比較考量を行った。第三に、調査過程で収集した資料
に基づいて多様な市場コーディネーションの実態について研究し成果を発表した。

研究成果の概要（英文）：This is a study of the coordination in the market after the WWⅡ based on the 
reserch for the historical documents owned by the business interest associations.
Primarily I performed the questionary survey about the preservated documents for 2100 business interest 
associations in Japan and summarized the count result and the list of documents in a booklet and I mailed 
it to the researchers and distributed it for free in a society. Second I performed a field work about the 
document preservation systems such as the trade group in foreign countries and performed the weigh with 
the document preservation system in Japan. Third I studied the actual situation of a variety of market 
coordination based on the documents which we collected in the investigation process and announced the 
result.
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１． 研究開始当初の背景 
 
日本における業界団体の役割については、
たとえば岡崎哲二「日本の政府・企業間関係
―業界団体－審議会システムの形成に関す
る覚書」（『組織科学』26－4,1993 年）や橘川
武郎「日本における企業集団、業界団体およ
び政府―石油化学工業の場合」(『経営史学』
26-3、1991 年)など、政府と企業の中間にあ
ってコーディネート機能を発揮し、企業の成
長と産業の国際競争力の強化に貢献したと
して積極的に評価されてきた。実際、官庁が
直接、個別企業間の利害調整を行うのは容易
なことではない。業界団体や審議会の部会が
この機能を代位したことは推察に難くない。
しかしながら、業界団体の内部でどのような
議論がなされその行動や役割が具体的に発
揮されたかについての実証研究は少なく、そ
のほとんどが『社史』、『団体史』に依拠した
ものである。本研究は、内部史料の発掘によ
ってこのような実証研究の深化を図ろうと
するものである。日本において業界団体の実
態的な機能に関する実証研究は著しく少な
い。この理由の一つは、内部の意思決定過程
を明らかにする資料の発掘が未だ進んでい
ないことにある。戦後から高度成長期にかけ
ての日本経済に関する実証的研究は、政策史
研究が官庁史編纂過程で資料発掘が進んだ
ことにより先行して進み、最近では産業史研
究も徐々に進みつつある。しかしながら、政
策と企業の中間にある業界団体が産業政策
の実施過程でいかなる機能を発揮したのか、
さらに企業や業界側が政策実施過程にどの
ようにかかわったのかに関する一次資料に
基づく実証研究は未だこれからの課題とな
っている。また、このような実施過程の実態
が解明されることなくして、立案実施された
政策が実態としてどのような機能を発揮し
たかに関して十分な理解を得ることは不可
能であり、本研究は、産業史研究はもとより
産業政策等の政策史研究をも深化させるも
のである。 
研究代表者である寺村は、平成 20 年度か
ら 22 年度に科学研究費基盤（C）により戦後
日本における輸出振興政策に関する実証的
研究を推進する中で、輸出カルテル政策の推
進にあたって重要な役割を果たした輸出組
合史料の集中的な調査を行った。一部の組合
には、貴重な資料が残されており、その整理
を進めるとともに、輸出組合が果たした機能
について実証研究の成果をまとめた（「「日本
陶磁器輸出組合」関係資料仮目録（第一次）」、
「日本陶磁器輸出組合」関係資料仮目録（第
二次）」、「戦後北米向け輸出における輸出カ
ルテルの実態」）。この研究の過程で、業種ご
との特性に応じた多様な形態で市場のコー
ディネートがなされていたことが判明して
きた。例えば大企業と中小企業が併存する陶
磁器業においては、輸出カルテル政策を媒介
として輸出市場に対する両者の「棲み分け」

ともいえる状況が戦後長期にわたって定着
しており、輸出組合がその維持において重要
な機能を果たしていることが明確となった。
業界団体には政策の伝動ベルト的役割が主
のものや、業界の自主調整を担う性格のもの、
あるいは会員企業の情報交換機能を担うも
のなど多様である。この市場の多様なコーデ
ィネーションの中に日本における産業と政
策の関係が特徴的に表現されている可能性
がある。したがって、代表者は、共同研究に
より対象を広げて戦後日本における業界団
体を一次資料に基づいて広く研究する必要
があるという考えに至った。 
 ところが、この調査の過程で、ほとんどの
輸出組合がすでに廃止、統合、設置形態の変
更、所在地の移転を経験しており、その過程
でかなりの資料が、散逸、廃棄されてしまっ
たことが判明した（「輸出組合関係資料の賦
存状況調査報告」）。さらに、業界団体の多く
は公益法人（財団法人、社団法人）形態をと
っているが、この間、公益法人改革が進む中
で多くの業界団体が設置形態の変更等を余
儀なくされる中で歴史的資料の廃棄が危惧
される状況にあることも判明した。公益法人
改革は、補助金や優遇税制の廃止、縮小を含
んでおり、したがって、公益法人の多くが廃
止、縮小を余儀なくされる可能性がある。こ
の点からも業界団体等の公益法人に対して
総合的な資料保存状況調査及び保存体制の
構築が、緊急になされなければならない状況
となっている。 
 以上の状況を踏まえて、研究代表者の寺村
は、業界団体を中心とする経済関係公益法人
を対象として大規模なアンケート調査を実
施し、これを資料発掘、資料保存意識の涵養、
資料保存体制の構築に結び付けて、未だ実証
研究の不足している業界団体等が戦後日本
経済の発展に果たした機能に関する研究を
進捗させることにより、市場に対する多様な
コーディネーションの実態を解明すること
が戦後日本経済分析を飛躍させるために必
要であるとの着想を抱くこととなった。 
 
２． 研究の目的 

 
本研究の目的は、業界団体等の経済関係公
益法人に対する資料保存状況調査と資料発
掘により、業界団体が戦後日本において果た
してきた機能を解明し、条件が異なる業種ご
とに市場のコーディネートが多様な形態で
行われてきたことを一次資料に基づき実証
するとともに、国際比較を踏まえて日本にお
ける市場のコーディネーションに関する多
様性の中に潜在する共通的特質を解明しよ
うとするものである。 

 
３．研究の方法 
 
 第一に、業界団体等の経済関係公益法人に
対するアンケートによる悉皆調査と訪問に



よる資料保存状態調査および資料収集・整理
を行う。 
第二に、収集資料に基づき戦後復興期から
高度経済成長期を主たる対象としながら、業
界団体等の経済関係公益法人の果たしてき
た機能について国際比較を踏まえながら研
究を行う。 
第一年度及び第二年度は、調査に重点を置
き、第三年度以降は、収集資料に基づく研究
報告会の回数を増やすこととする。 
調査結果および研究成果については、報告
書の作成・送付、ホームページでの調査結果
の公表、学会での共同報告等、多様な形で発
信し、資料保存体制構築のための研究者ネッ
トワークを構築する。 
 戦後日本において業界団体等が果たした
コーディネート機能を一次資料の分析を踏
まえて明らかにする。研究代表者の寺村は、
輸出組合に関する研究を発展させて、鉄鋼業
などの大企業主体の産業では輸出組合など
の業界団体を媒介として輸出入取引法下で
の生産業者協定がむしろ合法的にダンピン
グを実現するものであったこと、中小企業主
体の産業においては、業界団体は社会政策的
政策要求団体の性格を帯びたことなどを、貿
易面での市場調整を中心に解明する。分担者
の山崎志郎は、化学、造船などの各業界団体
が審議会での投資調整の際に果たした役割
を分析する。分担者の西野肇は、家電産業等
の内需型産業の各分野において、戦後から高
度成長期にかけて生活変化に対応して拡大
する消費市場に対する業界団体を媒介にし
たコーディネート機能に関して明らかにす
る。日向祥子は、業界団体および企業グルー
プのアーカイブや研究機関が果たした役割
を明らかにする。分担者の松田紀子と小野塚
知二は、産業団体等の公益性や公共性と資料
保存の在り方の関係に関して欧州の現状を
明らかにして日本の状況との比較を行う。以
上の成果を踏まえて、戦後日本の業界団体が
市場コーディネートに果たした機能の類型
化と共通性の析出を行い、欧州の産業団体と
の比較を行う。 
 
４．研究成果 
平成 23 年度は、第一に、各省庁の特定民
法法人リストから経済関係省庁所管(主とし
て本省所管)の公益法人約2100団体に対して
保存資料に関するアンケート調査を郵送で
行った。アンケートの集計および分析、報告
書の作成は当初の予定通り平成 24 年度に行
った。アンケート項目を 23年 12月に選定し、
送付先リストの作成を謝金を利用して行っ
た。回収は 24 年 2 月末締め切りとして既に
終わっており、回収数は 500 団体を超えてい
る。 
 第二に、第１回の海外調査を西洋経済史専
攻の小野塚、松田両名が行った。対象国は、
イギリスおよびフランスであり、両国におけ
る業界団体等の準公共団体における一時資

料保存体制および保存に対する意識に関し
て調査を行った。 
 第三に、個別調査を行った。寺村は、陶磁
器産業関係諸団体保存資料に関して、名古屋
において調査した。日向は、三菱経済研究所
の資料保存体制に関してヒヤリングを含む
調査を行った。 
 第四に、研究会のホームページを立ち上げ、
収集情報の公開に向けた体制を構築した。 
 このほか、研究会の進め方に関する打ち合
わせを行った。また、重要な歴史的資料につ
いて収集を行った。 
平成 24 年度は、第一に、アンケート結果
の集計と分析を行った。25年 3月ににアンケ
ートの集計結果とその分析および各業界団
体から公開可能としている資料についてそ
の一覧を報告書として冊子に纏めた。その場
合、数値での集計結果のみではなく各団体の
保存資料などの情報も具体的に掲載し、研究
の進展に資するものとした。 
 第二に、夏休みを利用して合宿形式による
研究成果報告会を開催し、メンバー全員が報
告を行った。 
 第三に、上記の調査報告書を研究者約 150
名への送付した。 
 第四に、以上の作業を進展させ、研究を深
化させるために、研究報告会および打ち合わ
せ会を数回、静岡大学内において開催した。 
 このほか、文献の追加収集、ホームページ
の充実、収集資料の整理とデータベース化を
行った。 
 平成 25 年度は、第一に前年度作成した報
告書を政治経済学・経済史学会秋期全国大会
(下関市立大学)にて配布したほか、関係諸団
体に追加送付した。 
 第二に、第 2 回目の海外調査を、小野塚、
松田が行ってそれぞれ著書、論文等に成果を
まとめた。 
 第三に、国内調査として、寺村が陶磁器業
界関係の資料発掘調査を行った。西野は、家
電業界資料により論文をまとめた。 
 平成 26 年度は、第一に、松田が海外追加
調査としてカナダにおいて調査を行った。 
 第二に、国内調査として、寺村が引き続き
陶磁器業界関係の資料発掘調査を行った。 
第三に、研究成果として、山崎が戦時期の
産業および政策資料をまとめた。日向は、三
菱史料館保存資料を分析して三菱合資会社
に関して学会報告を行ったほか三菱史料館
を事例として企業グループのアーカイブに
関する考察を論文としてまとめた。 
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